財政審査会議運営について（案）

運営目的

　○コンプライアンス：主に公益法人会計または、各種法規の適合確認。

· 予算準拠：適正な予算計画の立案、及び執行の確認。

· 相対支出・費用対効果：相対支出及び費用対効果面から事業内容の精査。

· 理事会の円滑な運営：上程される議案の精度を高め、円滑な理事会運営の一助を担う。

· 事業の公益性の検討：認定法第２条４号、別表各号に該当しているか。

公益目的事業…学術、技芸、慈善その他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業であって、

不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものをいう。

会議における審査内容

· 勘定科目の確認：勘定科目の細目に至るまで確認する。

· 見積書の確認：見積合計が１万円以上は見積書を必要とする。ただし、一式のみの見積書は不可とする。

（基本的にはすべての見積書が必要ではあるが、審査会議運営初年度からすべてを完全に行なっていくのは事業運営に支障をきたすと考える。しかし、見積書がないと費用の根拠がなく、審査会にならないので、先ずは１万円からのスタートが妥当と考える。）

· 合見積書の確認：見積合計が１０万円以上は合見積書を原則必要とする。

（LOM会計マニュアルに明示されている。ただし、場合によっては不要なケースも考えられるので審査時もしくは前もって財政局より指示をする。）

· 予備費の確認：予備費が３%以内におさえられているか確認する。

（LOM会計マニュアルに明示されている。ただし、登録料収入を含む事業などは５％以内とする。）

· 相対支出の確認：収入財源と費用支出の整合性を精査する。

（収入が正しく財源のために使われているか。受益者負担になっているか。それぞれの整合性がとれているかを確認）

· 費用対効果の確認：事業目的達成のために適正に費用が使われているか精査する。

（事業予算は１円も無駄にできない。同じ費用でも更に事業効果を高める方法はないかの確認。）

· 資料等の使途の確認：資料等の製作物の数量は妥当か。使途が明確になっているか確認。

· 様式の確認：講師等依頼承諾書等の様式は揃っているか確認する。

（事前に様式を揃えることにより、税金の支払い方法の確認等を行なう。）

· 事業の公益性の検討：

事業が法人の定款（目的、事業）に合致していることは当然であるが、

1 認定法第２条第４号別表の第何号に該当するといえるか。

2 事業ごとに不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するという説明ができるか。

事業の説明をする際に留意すべき点

1 営利企業ができる事業（営利競合）ではないか。（なぜ公益法人がやるのか。）

2 時代的に必要性が低い事業になっていないか。

3 地域的に必要性が低い事業になっていないか。

4 法令に基づく事業だから公益事業であるという説明になっていないか。

（事業の公益性と法令等に基づくこととはイコールの関係ではない。）

5 法人の目的（公益）に合致する説明であるか。（目的達成のための手段として適当か。）

＜参考＞　旧指導監督基準における公益法人の目的

（基準）

	１．目的

公益法人は、積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的とするものでなければならず、次のようなものは、公益法人として適当でない。

（1） 同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交換等を主たる目的とするもの

（2） 特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救済等を主たる目的とするもの

（3） 講演会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの


· 上記に該当するものは、認定法においても公益目的事業とは認められない。

　上記内容を主に議案を審査し、協議議案に関しては、理事会上程議案に財政局からのコメントを追記する。その上で、理事会における議案上程時、財政局からの審査報告を行なう。

　審議議案に関しては、財政審査会議を理事会に先立って開催し、１議案おおよそ１５分間で審査する。（約５分間で議案に目を通す、約１０分で最終的な質疑応答、是正点の指摘など）その内容を協議議案同様理事会において報告する。原則、審議議案に関しては財政審査会の承認のもとの審議上程とする。

